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事例研究 
 
地域防災計画における初動措置の実効性確保について 
～伊豆大島台風２６号被害を事例に～ 
 
西村 尚 
東洋大学 PPP 研究センターリサーチパートナー 
 
序章 
本稿は、2011 年（平成 23 年）3 月 11 日に発生した東日本大震災とこれに引き
続く福島第１原子力発電所の事故において、日本の危機管理、特に防災対策が
十分に機能していない状況が明らかになったことから、この状況を改善する方
法を見い出し、これを実行することにより、安全で安心な生活ができる社会を
実現することを意図した日本版緊急事態管理庁の設立を提言した研究 1の一環
として、2013 年（平成 25 年）10 月 16 日台風 26 号に伴う豪雨によって発生し
た東京都大島町における土石流による風水害被害（「大島町台風被害」という。）
の初動における状況を調査したものである。 
 この大島町台風被害において、災害への対応の主体である自治体から住民に
警報が伝達されていない、避難指示が出されていないなど、それぞれの段階に
おいて、不具合が散見されている。ここでは、防災対策として区分されている
予防／応急対策／復旧の段階のうち、防災予防、初動の防災応急対策を主たる
対象として、実状を把握、問題点を抽出し、解決策を導くこととし、防災措置
の執行状況を調査していく。 
 東日本大震災の教訓として、行政が全ての防災に対する機能を担うことは困
難であり、公助、共助、自助として、それぞれの役割が注目され、それぞれの
役割が行われ、行政として業務執行と協動の重要性が周知されてきた。 
 ここで見出した解決策を政策・事業として実現する一助たる「防災に対する
取組を公民連携により、持続的に推進していくための手法」を導くことにある。 
 
 
                                            
1 西村 2013 ｢「日本における防災体制に関する提言(日本版緊急事態管理庁の設立)」平成
25 年度東洋大学経済学研究科公民連携専攻修士論文 
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１ 大島町台風被害の検討趣旨 
2013 年（平成 25）年 10 月 16 日未明、台風 26 号に伴う観測史上最大の豪
雨により東京都大島町の西部において三原山の外輪山中腹が崩落し土石流
が発生した。この土石流は、麓の元町地区などの集落を巻き込み 35 名超の
犠牲者を生じた。2 
台風による風水害は、その特性から、台風の発生から消滅まで、気象庁な
どの予報機関が、現在地・勢力及びその影響・状況が把握し、ＴＶ報道など
により逐一情報が周知され、警報によりその危険性が伝達されている。 3 
台風による災害・被害を避けることはできないが、その情報に応じた警戒
態勢を維持することにより、当該地域はその影響を受けるまでに時間がある
ことから、余裕をもって事前の対策を採ることにより対応可能である。 
防災の責務を有する地方自治体としての行政の立場からは、昨今の厳しい
財政事情、高齢化、人口減少など種々の制約があり、例えば、大島町のみで、
防災機能の全てを万全に対応することが困難となっている。 
このような状況を勘案すると、今回の場合、防災の対応の主体たる基礎自
治体である大島町は勿論、国、都の機能に依存し、活用することに加え、民
間の能力、住民の力を活用することが重要となっている。 
この大島町台風被害において、種々の不具合があり、大きな被害に至って
おり、この状況を分析し原因・問題点を摘出、解決策を見いだすことが重要
である。そして、その解決策について、すぐにできるもの、抜本的な対策が
必要なものに区分し、その実現を阻害する要因を取り除き、行政、市民、企
業がそれぞれに又は恊働して実現することが必要がある。 
防災は、住民の生命を守るため、「公助」たる行政事業が実施すべきもので
あるが、現状の人口減少、逼迫した財政状況からは、それぞれの立場ででき
ることをやる「自助」、「共助」が必須であり、「公助」と併せて、地域の力
を結い合わせることが重要である。 
このためＰＰＰ（Public Private Partnership）の適用は幅広いと考える。 
                                            
2 東京都総務局2013「大島の応急復旧に向けた取組について」 
 http://www.bousai.metro.tokyo.jp/datasheet/d-shelter/h25_taifu26.html 
3 東京管区気象台(2013)「平成 25 年台風 26 号に関する東京都気象速報」 
http://www.jma-net.go.jp/tokyo/sub_index/bosai/disaster/ty1326/ty1326_tokyo.pdf 
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２ 実状 
(1) 概要 
  2013 年 10 月 11 日にマリアナ諸島付近で発生した台風 26 号は、14 日 3 時
には沖の鳥島近海にて大型で非常に強い台風に発達し、伊豆諸島や関東地方
に接近した。その後速度を速めて関東の東海上を北東に進み、16 日 15 時 に
は三陸沖で温帯低気圧に変わった。 
  この台風の接近に伴い、16 日未明に伊豆諸島北部を中心に非常に激しい雨
となり、特に、大島(元町)では、1 時間に 122.5 ミリの猛烈な雨が降り、24
時間降水量では 824.0ミリと 10月の月降水量平年値(329.0ミリ)の約 2.5倍
の雨を観測し、いずれも観測史上 1 位の値を更新した。降り始め(15 日 06 時)
から 16 日 15 時までの降水量は、大島(元町) で 824.0 ミリ、大島北ノ山で
412.5 ミリを観測した。4 
 
図表１ 台風経路図（日時、中心気圧） 
    
出典 「平成 25 年台風第 26 号に関する東京都気象速報」 
                                            
4 東京管区気象台(2013)「平成 25 年台風 26 号に関する東京都気象速報」 
http://www.jma-net.go.jp/tokyo/sub_index/bosai/disaster/ty1326/ty1326_tokyo.pdf 
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 台風 26 号の接近に伴い、気象庁は大島町に対し、10 月 15 日 11 時 30 分
に大雨注意報を発令し、10 月 15 日 17 時 38 分に大雨（浸水害・土砂災害）・
洪水警報を出している。その後、土砂災害警戒情報第２号が大島町を対象区
域として 18 時 05 分に発表された。 
しかし、気象庁は、大島町に対する記録的短時間大雨情報として、16 日 0
時頃に、「尋常ならざる状況になる危険性がある」と、16 日 1 時頃に、「尋
常ならざる状況になりつつある」と、都に連絡しており、都は、大島町総務
課に電話し注意喚起した。 
 この際、15 日深夜までは、大島町における１時間雨量は 30 ミリに満たな
かい状態で、以後雨が急に強まり、16 日１時から、１時間雨量が 90 ミリを
超える雨が４時間続いた。 
 
図表２ 警報注意報発令状況・時系列降水量（台風２６号） 
 
出典 「平成 25 年台風第 26 号に関する東京都気象速報」 
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  結果として、重大な災害の危険性を示す「特別警報」は出されなかった。 
  この「特別警報」は、大雨、地震、津波、高潮などにより重大な災害の起
こるおそれがある時に出す「警報」に加え、この警報基準をはるかに超える豪
雨や大津波等が予想され、重大な災害の危険性が著しく高まっている場合に最
大限の警戒を呼びかける「特別警報」を 2013 年 8 月 30 日から出すこととした
ものである。5 
 
  図表３ 気象警報等発表時における市町村や住民の対応例 
 
   出典：気象警報等発表時における市町村や住民の対応例 
 
55 年前の 1958 年(昭和 33 年)には、狩野川台風によって元町で土砂災害
(現地では山津波として恐れられている)が発生していた事実がある。6そし
て、16 日未明、流木を伴った土石流により甚大な災害が発生した。 
16 日 2 時 49 分、大島町元町地区の住民から「家の中に泥が流れ込んで
きた」と警視庁大島警察署に通報があり、現場に赴いた署員が危険を感じ、
3 時 10 分と同 26 分の 2 度にわたり町役場に電話、防災無線を流し、避難
                                            
5 「気象警報等発表時における市町村や住民の対応例」 
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/image/kishou.png 
6 防災科学技術研究所「伊豆大島過去の災害履歴」 
http://dil.bosai.go.jp/disaster/2013H25T26/pdf/izuoshima_history.pdf 
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勧告するよう要請したが、町は防災無線で沢の氾濫に注意するよう求めた
だけで避難勧告はなされていない。7 
2013 年(平成 25 年)10 月 15 日から 16 日にかけて台風 26 号の近接によ
り、大島町は観測史上最大の大雨に見舞われ、16 日(水)2 時から 3 時頃に
かけて、三原山西側の山麓で土石流が発生し、死亡者 35 名、外傷者 22 名、
行方不明 4 名を出す未曾有の災害となった。8 
土砂災害として、元町地区上流域の大金沢を中心とした渓流において、
流木を伴った土石流が発生した。長沢では比較的面積の広い表層崩壊が発
生し、土砂と倒木を流下させた。八重沢、大宮沢では、枝分かれした樹木
のように沢の土砂が面的に流出した。大金沢では、表層崩壊が斜面の広い
範囲で発生し、大量の土砂と倒木を流下させた。 
山地災害として大島北東部の泉津地区では、16 日未明の大雨により、森
林区域内 3 か所で山腹が崩壊し、道路、集落、渓流に土砂が流出した。ま
た、森林区域内において岡田地区 3 か所、波浮港地区 1 か所、元町地区 4
か所でも同様に山腹崩壊が起こり、道路、集落、漁港に土砂が流出した。 
 
図表４ 土砂災害前後の空中写真 
       
出典 「大島の応急復旧に向けた取組について」 
                                            
7 東京都総務局「大島の応急復旧に向けた取組みについて」 
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/datasheet/d-shelter/h25_taifu26.html 
8 同上 
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(2) 初動の態勢 
国、東京都、大島町の初動における態勢を東京都総務局 2013 に基づきまと
めた。ここで、大島町の事前及び初動態勢が十分でないことが明らかである。
しかし、大島町が万全の態勢、適切な措置を確保するには、種々の制約があ
る上に、国（気象庁、国土交通省）、東京都（総務局、土木局、大島支庁）な
どに縦割行政の弊害が見受けられる。 
 
図表５ 初動の態勢 
月日 時刻 内     容 記事 
14 日 03 時頃 台風 26 号、大型で強い台風に勢力拡大  
10 
月 
15 
日 
(火） 
11 時 30 分 大島町大雨注意報発令 気象庁 
12 時 17 分 大島町は台風情報を町の全職員に周知  
16 時 21 分 大島町第１次非常配備体制を職員に周知 （02:00） 
17 時 38 分 大雨(浸水害・土砂災害)・洪水警報 伊豆諸島北部(大島町) 気象庁 
 都建設局が東京都水防本部を設置  
17 時 51 分 警報対象区域に DIS（東京都災害情報システム）にて態勢報告
を行うよう一斉 FAX 伝達 
都 
10 
月 
16 
日 
(水） 
０時 00 分 大島降雨「尋常ならざる状況になる危険性がある」と連絡。都
は町総務課電話注意喚起 
気象庁 
１時 00 分 大島に降雨「尋常ならざる状況になりつつある」との連絡。都
は町総務課に電話注意喚起 
気象庁 
２時 00 分 大島町：第１次非常配備体制 大島町 
２時 57 分 大島町：第２次非常配備体制 大島町 
３時 14 分 大島町：第３次非常配備体制 大島町 
４時 30分頃 
気象庁「大島で尋常でない雨が降っており、この状況があと２
～３時間続く」、「特別警報の可能性は？」との問合に対し、「特
別警報の予定は無い」との回答 
東京都 
気 象 庁 へ
の照会。 
５時 18 分 大島町災害対策本部設置  
５時 30 分 大島町災害対策本部会議開催  
7 時 6 分 政府官邸情報連絡室設置  
 東京都現地対策本部（大島支庁）設置  
9 時 00 分 町長より「消防応援協定」に基く応援要請  
 10 時 20 分 都知事、陸上自衛隊に行方不明者捜索活動に係る災害派遣要請  
   出典：「大島の応急復旧に向けた取組について」に基づき作成 
 
東洋大学 PPP 研究センター紀要 No.4 2014 
138 
３ 警戒態勢 
(1) 警報（伝達、通報、避難指示、意識） 
  台風に伴う雨は、近年、10 年に１度といわれるような豪雨となることが多
くなっている。台風 26 号は、10 月 14 日に大型で非常に強い台風となり、近
接する大島町においても、大雨洪水警報からも土砂災害の可能性は否定でき
ない状況であった。 
  この際、55 年前 1958 年の狩野川台風による土石流被害に思いが至れば、
東京都が設定している土砂災害警戒地域での土砂災害の危険性について、大
島支庁及び東京都建設局に確認することも可能であったと考えられる。 
  その後、15 日夕刻に大雨（土砂災害・浸水害）・洪水警報、土砂災害警戒
情報が発令された。この際、気象予報などの TV 報道では、50 年に１度とな
る降水量が予想され「特別警報」に該当する状況に至る可能性、この豪雨に
伴い土砂災害が発生する危険性などについて伝達はされていた。 
  この時点では、大島町の処置は、住民に「台風接近に伴う大雨による災害
の可能性があり、気象情報に注意する。」旨を防災無線にて通報するのみで、
避難勧告・避難指示は出されていない。そして、町は 16 日 2 時から第１次非
常配備体制に移行することを 16 時 21 分に職員に徹底した。大半の職員はそ
の準備のために夕刻から一時退庁し、役場は無人の状況になっていた。9 
  15 日深夜から、1 時間の降雨量が 90 ミリと観測記録を超える豪雨となって
いる。この状況では、普段と違う緊急事態としての対応が必要と考えるが、
町長が不在であり、かつ、全ての職員が集まっていなかったせいもあり、特
段の対応措置が採られていない。10 
  ただ、大島町においては、台風の近接、上陸・近傍通過による豪雨は日常
茶飯事であり、大きな被害を受けていないことから、住民の多くにとっては、
特に気にする必要が無いものとの認識であったと推測される。 
  台風の規模による降雨に対する状況、豪雨による土砂災害の危険性をこの
時点で認識していたら、台風 26 号による風水害被害の可能性を察知して、避
難勧告などの措置をとることができたものと考える。  
                                            
9 日本テレビホームページ「日テレ NEWS24(2013/10/22/02:32)」 
http://www.news24.jp/articles/2013/10/22/07238762.html 
10 産経ホームページ「産経ニュース SankeiPhoto2013.10.17」 
http://photo.sankei.jp.msn.com/essay/data/2013/10/17typhoon2/ 
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  大島町における過去の災害被害は、まず。火山災害として非常に大規模な
被害を受けた 1986 年 11 月に起きた 500 年振りの三原山大噴火であり、全島
民の避難、約１か月にわたる避難生活を送ったものである。次に、土砂災害
としては、55 年前となる 1958 年に起きた狩野川台風に伴う土石流であり、
死者を伴う被害が発生し、山津波として記憶されている。11 
  この 1986 年 11 月三原山噴火災害の結果、国、都及び町をあげて、火山災
害に対する施策を進め、大島町では「情報伝達体制の整備」、「防災訓練の実
施」、「防災市民組織の結成」を重点に置いて防災態勢を構築している。12 
  防災訓練については、1986 年 12 月から毎年 11 月火山災害を中心に実施さ
れており防災態勢を維持するには効果があったと思われる。以後、引き続き
毎年実施され、2006 年(平成 18 年)の東京都・大島町合同防災訓練で、火山
災害と地震による津波災害に対する訓練を実施し13、2012 年の大島町防災訓
練では地震津波災害に対する訓練を実施している。14 
  これらのことから、1986 年の火山災害から時間の経過はあるものの、大島
町における防災意識は、火山災害、地震津波災害については、他の地域と比
較しても高いと見られる。しかし、風水害・土砂災害については、台風銀座
ともいえる場所にあることから、想定外の状況にあったと推測される。 
 
 (2) 人員（組織、員数、能力） 
平成 24 年の大島町人口は 8,343 人であり、昭和 60 年当時の約 10,000 人か
らすれば、８割の状態となり、65 歳以上の人口は３割以上を占めている。大
島町職員は 170 名、そのうち 25 名が消防職員で、大島町総務課が防災を担当
している。この状態から防災に専従して携わる人員は十分でなく、防災職員
                                            
11 防災科学技術研究所「伊豆大島過去の災害履歴」 
http://dil.bosai.go.jp/disaster/2013H25T26/pdf/izuoshima_history.pdf 
12 廣井脩(1989)「伊豆大島噴火後の住民心理と防災対策」 
http://cidir-db.iii.u-tokyo.ac.jp/hiroi/pdf/article/8828.pdf 
13 東京都防災ホームページ「平成 18 年度東京都大島町合同防災訓練 
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/training_03.html 
14 大島町ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「広報おおしま 2012 年(平成 24 年)11 月号」 
 http://www.town.oshima.tokyo.jp/news/pdf/553.pdf 
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として十分な能力を有している人員が不足していることは明らかである。15 
これに比して、東京都では、大島支庁約 80 名が大島在住であることに加え、
総職員 44,706 人うち消防職員 18,221 人及び警察官 43､644 人となっており、
その能力及び情報量について大きな格差がある。16 
これらを考慮すると、東京都の防災・水防部署における職員（関係者）か
ら大島町の担当者に直接連絡し、より警戒を要する場所などを具体的に注意
喚起するなどのプッシュ型（強力指導）の関与ができたのではないかと考え
られる。そして、防災の専門家であったならば必要であったのかも知れない。 
15 日夕刻に大雨(浸水害・土砂災害)・洪水警報が発令された後、都の防災
担当は東京都災害情報システムにて各自治体に対し態勢の報告を行うよう一
斉 FAX にて伝達しているが、その結果を確認していない。この姿勢は、都と
して現場の状況を把握しておけば良い所に留まっているように感じられる。 
この防災の現場における人員・能力の不足は、防災に携わるほとんどの部
署に当てはまり、小さい自治体では顕著である。この陣容で、地域防災計画
及びその細部要領の作成・更新、防災訓練の計画・実施及び災害対策本部に
おける対応などを担当している。これらの業務は対象とする分野が多岐にわ
たり、組織を縦断した検討が必要なものがあり、通常は、国、都などの防災
部署の指針に準じた防災計画の作成・整備に追われているのが実情である。 
災害対策基本法に規定される防災会議・災害対策本部などの業務で、防災
担当職員として、その職務を全うするには、防災基本計画、都地方防災計画、
町地方防災計画、指定行政機関・指定地方行政機関・指定公共機関ごとの防
災業務計画、災害関連法規などについて精通する必要があり、災害対策本部
で具体的な予防措置、対応措置、復旧措置を講じていくためには、知識だけ
でなく現場の経験も積んでいかねばならない。しかし、実際に災害が発生す
る機会は少なく、防災訓練が訓練機会となっている。 
 
(3) 態勢 
 大島町台風被害では、大島町は 16 日 2 時から第１次非常配備体制とするこ
                                            
15 平成 23 年度決算状況東京都大島町(決算カード) 
http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/pdf/1018-15-12_13.pdf 
16 大島支庁「大島支庁管内概要(平成 25 年版)」 
http://www.soumu.metro.tokyo.jp/11osima/osima/25kannaigaiyou.pdf 
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とを決め、15 日 16 時 21 分に各職員に周知している。その後、夜半から記録
的な降水量となる豪雨となり、16 日 2 時過ぎ大島警察署に土石流被害が報告
され、以後、5 時 18 分に大島町災害対策本部が設置され、5 時 30 分から災
害対策本部の会議が開催されている。 
この経緯からすれば、深夜に急に記録的な豪雨となり、その結果土石流が
発生しているなどの制約を考慮すれば、しかたのないものであったと考えら
れる。しかし、大島町では 15 日夕刻から 16 日未明 2 時までの間、職員が第
１次非常配備の準備として退庁しており、その間の情報の収集およびその情
報に基づく判断がなされていない。これは、権限を有する町長が不在であっ
た状況はあったものの、代行者、防災担当による判断ができない状態ともい
える。 
この状況は、台風が通過する際の通常の対応であったと見受けら、事前に
台風の進路及びこれに伴う降雨の予測から大島町での豪雨を予見でき、その
予報から、十分余裕があり、要すれば事前に避難させることが可能である。
また、通常の雨から豪雨に変わった夜半に、災害対策本部を設置すべきであ
ったとも言える。 
ここでも、職員に大島町において台風の近接は日常茶飯事であり、今回の
気象庁大雨洪水警報も心配にあたらないとの先入観があり、その後の豪雨の
状況を想定内の認識があれば、この対応は当然となる。 
しかし、55 年前の狩野川台風による土石流被害を経験した年配者から、何
らかの手段で防災担当者にその情報が届き、台風に伴う警報を勘案すれば、
避難勧告などの注意喚起がして、被害を局限できた可能性は残る。 
結果として多数の被害者が出ていることから、警戒態勢としては、不十分
であり、いろいろな不具合が重なりあって被害を大きくしている。このため、
大島町長は、防災対策のあり方、行政の対応などを検証し、事実及び教訓を
公表し、以後の日本・世界の防災検討の糧とすべきである。 
 
(4) 基盤 
防災の基盤は、適正な地域防災計画とこれに基づく自治体たる大島町の首
長のリーダーシップと考える。町長は、2011 年の東日本大震災、2013 年公
表の南海トラフ地震の害想定などから、大島町の防災体制を重点的に整備す
る公約を持ち、積極的に防災対策を推進することとしているが、取り込める
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項目を重視しているが、防災態勢の整備に特別な施策は見いだせない。 
次は、首長を補佐する町の防災担当部署、消防本部であり、東京都大島支
庁、大島警察署、消防団などと共同して、防災会議、災害対策本部の業務を
推進しなくてはならない。しかし、人員・能力の制約、担当職員の経験・識
見の不足は、否めない事実であり、国、都の能力を活用することは勿論、部
外者特に大学、研究機関における研究者の叡智、町内会などの防災市民組織
の知恵と能力を活用することが必要である。防災会議など討議・検討により
適正な地域防災計画及び細部要領などを作成し、防災訓練・防災教育により
その内容・手順を衆知させるとともに、なんらかの動きをすれば、必ず教訓
が出てくるものであるから、改善を継続することが肝要である。 
このため、「情報の公開・共有」として、関連する地域防災計画・細部要領
などを、インターネット上のホームページに掲載し、いつでもだれでも閲覧
できることにより、周知を図ることが必要である。この際、東京都が整備し
ている防災情報システムを用いて、国・都などの情報を入手することにより、
体制の維持整備を推進する必要がある。 
1986 年の三原山噴火火山災害、2013 年の台風 26 号による土石流災害と大
きな被害を受けた大島町は、国、都から支援を受け、復興と防災の事業を進
めることとなるが、島しょとしての特性、実際の火山災害、土砂災害に関す
る災害の対応をしていることから、国及び世界における防災事例として、検
証・検討がなされる必要がある。 
この際、現存する伊豆大島火山博物館・伊豆ジオパークを活用した防災に
関する広報、防災教育として、この広報施設を活用することも含め、学校で
の児童生徒を対象としたもの、老齢者等の要援助者に関する事項を含めた住
民、事業所に対する普及活動を推進する必要がある。 
特に、火山災害・土砂災害への対応要領をより進めて、観光客を含めた防
災に関する対応要領を洗練したものとし、防災の状況を体感することができ
る工夫などにより、観光への波及も期待できるものにすることが肝要である。 
 
４ 東日本大震災の教訓との整合 
  この大島町台風被害において、初動の段階に限って調査しているが、東日
本大震災で得られた教訓は、多くの項目が引き続き該当している。 
「災害の想定及び災害対策の基本的考え方」としては、今回の土砂災害は
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現場としては想定外であった。しかし、都は大島町にも土砂災害警戒区域を
指定しており、土木工事による減災措置は築年で整備されているものの、土
砂災害に対する減災の取組が不十分であった。被災自治体としては、被災に
よる自治体自体の被害は小さかったが、甚大な被害が生じたことから、対応
する職員・能力の不足は顕著であった。 
「広域で大規模な災害への即応力に関する教訓」としては、大島町という
島しょで発生した災害であり、ライフライン・物流が限定的され、部外から
の供給などは制約があること、被災自治体の現場での職員・能力が不足する
ことを、大規模な自衛隊による災害派遣、国、都などによる職員の派遣など
により対応している。特に、都としては、被災者支援として、災害時要援護
者については、島内に適当な場所機能が無いため、避難場所を島外に設定す
るなどの配慮をした。被災者に対する復興支援として、要望聞取りなど行政
による相談等を行っているが、住民の要望が十分でない様子が見受けられる。 
しかし、復興については、まだ緒についたところであり限定的である。 
また、西村（２０１３）において、日本版緊急事態管理庁設立の必要事由
として摘出した次の防災対策の課題は、そのまま適用できる状況にある。 
① 体制としての課題 
ア 計画・手順 
職員が災害の対応計画に不慣れで、他機関の内容、資源を知らない。 
イ 警報 
台風に伴う警報は発出されていたが、活用が不適切かつ不十分な点
もあり、避難の勧告・指示などにつながらなかった。 
ウ 初動時の対応に多くの不具合があった。 
事前準備(計画・要領)が不十分で、対策本部の設定・運営要領、対
策本部要員の対応が十分ない点があった。教育・訓練が表層的。 
情報収集において、時系列に収集できないものがあること、収集先
(報告元)の不具合で入手できないものがあることの理解。 
 
エ 組織  
防災組織の規模が小さく、職員数が少ない。能力を上回る事象に対
する体制が無い。 
十分な陣容の職員を確保し、継続的な勤務から経験の積上げにより
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能力維持・向上させる必要がある。 
② 教育・訓練の課題 
ア 教育 
     防災関係者の教育は、到達基準、優先順位、実施主体の選定等が十
分でない。このため、教育態勢、情報共有基盤の再構築が必要 
イ 訓練 
防災訓練は、ノルマを消化することに指向しており、色々な段階、
場所で実施されているが、内容等が画一的で、台本に沿った技術・手
順の披露行事となっているように見受けられる。結果として、計画の
検証、能力の検証、意思決定の訓練がほとんど行われておらず、「計
画の重大な瑕疵が見過ごされている。」可能性がある。 
 
５ 問題点及び解決策 
(1) 現場での検討の実施及び報告書の作成 
この大島町台風被害に関する初動の段階の調査においても、色々な不具合
が存在していることが明らかになり、地域防災計画の不足、細部の対応要領
の過誤など摘出され、現場においてはいろいろな改善策が出されているもの
と考える。加えて、防災に携わった組織・機関においても記録・調査速報な
どが出されている。特に、東京都は、大島町応急復旧プロジェクトの活動状
況などを、「大島の応急復旧に向けた取組みについて(平成 25 年(2013)年 12
月）」として取り纏めている。 
大島町は、基礎自治体として直接防災の責務を負っていることから、議会
は大島町台風被害についての措置状況、問題点及び解決策を討議し、その結
果を報告書の形で作成して公表する必要があると考える。 
その能力及び経費が足りない状況であれば、国又は都に助成措置等を要望
し、平成 26 年度予算に追加してでも実現すべきである。また、一部の大学・
研究機関等では現地調査を行い調査速報を出しており、大学等への委託研究
についても検討すべきである。 
この大島町台風被害は、東日本大震災発生以来、防災基本計画、地域防災
計画などに種々の改善・改良を施している途上で起きたものである。 
東日本大震災の教訓として得られた多くが、今回においては予防・初期の
応急対策の段階で活かされていないことが明らかになっている。このため、
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今回の徹を踏むことがないように、幅広い視点で検証する必要がある。 
 
(2) 態勢の整備 
 ア 意識・認識  
「台風は毎年上陸・近接しているけど、大きな被害にあったことが無
い。」との認識があり、５０年に１度の豪雨と言われる気象庁の警報につ
いても、自分のこととしての意識が低かったのではないか。特に、大島町
の豪雨による土砂災害は 1958 年（昭和 33 年）以来であり、今回想定外と
なり、警報に対する評価が過小となった可能性がある。加えて、行政とし
て「無駄足」を避ける風潮があったのではないかと推測される。 
 イ 態勢（計画） 
大島町の地域防災計画は、1986 年(昭和 61 年)の三原山噴火による火山
災害、１ヶ月に及ぶ全島民避難を経験したことから、火山災害に強い体制
づくりを推進してきており、昨今の東日本大震災、南海トラフ地震被害予
測などから、津波対策を整備している。しかし、台風による土砂災害など
は想定外になっていた感があるが、今後、土砂災害に指向して、対策が講
じられることとなると予想される。 
大島町として、真に防災に強い町づくりを推進するには、態勢の整備と
して、まず、地域防災計画の改定を進め、住民の防災意識を向上させ、町
としての防災態勢を改善する必要がある。 
 
(3) 情報公開・情報共有 
 今回の調査で、大島町地域防災計画、ハザードマップなどの資料をインタ
ーネットで確認できなかった。今回は事後の調査であり直接的な不具合は感
じなかったが、これまでの検討で、島しょとして交通・物流・ライフライン
など限定されることから、何かの災害・事故が発生した場合、島外からのに
依存することから、支援する可能性がある防災関係職員、復興にかかる技術
支援要員のほかに、復興期における災害ボランティアに対する情報提供とし
て、主として防災関連の情報を公開し、いろいろな場面での情報共有を推進
する必要がある。 
また、地域防災計画などの防災関連資料をインターネット閲覧できる態勢
としておけば、防災関連機関の情報収集、大学等の調査研究、教育機関での
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教育資料作成などに活用するなどの効果が期待できること、防災ポータルサ
イトと纏めれば、防災現場でのモバイル端末利用を含めた活用にも対応でき
ることが期待される。 
現在の ICT 技術の状況を考慮し、情報公開・情報共有により、見える化を
進め、使える化に至ることが重要である。 
 
 (4) 専門家の知見を活用する。 
  災害対策基本法に規定する基礎自治体町としての防災に関する主要業務と
して、防災会議の事務、地域防災計画の改定、防災訓練の企画・実施及び町
の防災政策の立案・執行がある。多くの場合、防災の担当者は数名程度で、
他の業務と兼務している。このため、日常の行政機関としての事務が大半を
占め、防災に関する業務に充当する割合が低くならざるを得ない。 
また、防災分野は、自然災害（地震、津波、風水害、火山、雪）、事故災害
（海上、航空、鉄道、道路、原子力、危険物、大規模火事、林野火災）につ
いて、災害予防・事前対策、災害応急対策、災害復旧・復興対策の順序に沿
って、国、自治体、住民の主体ごとに具体的な対策を明らかにすることを求
めており、市町村たる自治体では、その規模に応じた職員で対応することと
なっている。このため、多くの場合、職員の数・能力が不足していることか
ら、外部の識見・能力を活用することが求められる。しかし、近傍に専門家
なり、大学などの研究者がいるとは限らないので、関連する国の機関、都道
府県、指定（地方）公共機関など能力を活用して、専門家による知見を現場
に持ってくることが必要である。 
 
 (5) 所在する全ての力の有効利用、特に民間能力の活用 
現状の人口減少、老齢化、緊縮財政の状況で、町の予算は扶助費などが増加
し、事業予算を圧縮し、職員数についても削減されている現状にある。 
このため、従来の行政サービスを提供レベルを維持しながら確保することが
困難な状況になっている。ここで、防災についても行政だけに頼らず、住民が
その責務を果たすことにより、行政、民間事象者、住民の各主体が自ら学び高
い意識を持ち自助・共助・公助として災害に強いまちを作り上げる必要がある。 
ここで、所在する全ての力を有効に利用して、実践的な組織体を形成する必
要があり、これを実現するためには、民間が保有している能力・叡智を積極的
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に活用すべきである。従来の「親方日の丸」的な費用対効果を軽視する状況を
回避するため、民間における競争原理をもって取り組んでいかねばならない。 
民間能力の活用として、「委託研究・調査」、「業務委託」の分野で「教育・
訓練」、「防災計画の作成・更新」、「防災組織の組織運営」、「情報処理提供」、
「防災情報システムの整備」などがあり、実際に行われている。 
この際、従来の調達方式では、発注側から詳細な仕様書を準備した後に、
入札・契約していたが、提案による包括委託、性能発注などにより、行政の
負担が少ない形式で調達することを特区制度の適用も含め推進すべきである。
加えて、防災関連の業務は、どの自治体でも同様な業務であり、この大島町
だけでは非効率なため、一部事務組合、指定行政機関等による外部会社によ
る統合した調査委研究や包括委託方式の実施など、規程に縛られることなく、
業務が進められる状況になっていると考える。 
その適用として、次の項目を単独又は複数の事業体に提案方式により、包
括委託する方法があげられる。 
① 教育・訓練 
防災関係職員、消防団員、防災市民組織構成員などに対する教育 
学校における生徒に対する防災教育 
地域住民に対する防災教育 
防災訓練の企画・実施 
町防災ポータルサイトに設置する教育機能整備 
② 計画・要領 
地域防災計画の作成・更新サービス 
③ 防災市民組織等の構築・管理 
④ 災害時要援護者の情報管理・支援業務 
⑤ 防災支援システムの整備： 
安全安心情報の収集 
特に大島町は、1986 年の三原山噴火火山災害、2013 年の台風 26 号による
土石流災害と大きな災害を対処した経験をもっており、以後、火山災害、津
波災害、土石流による土砂災害を中心として、国、都から支援を受け、復興
と防災の事業を進めることとなる。 
ここで、島しょとしての閉ざされた空間での防災にあり方について、実際
の火山災害、土砂災害に関する教訓を活かした国及び世界における代表例と
東洋大学 PPP 研究センター紀要 No.4 2014 
148 
して、検証・検討する必要がある。 
この際、現存する伊豆大島火山博物館・伊豆ジオパークを活用し防災の広
報、教育を行う態勢を確立し、災害への対応要領をより進めて、一時的に滞
在する観光客を含め統合した防災対応要領を精査し、防災の状況を体感する
ことができる態勢を構築し、一般の観光のみならず、防災研修なども含めた
観光への波及も期待できるものにすることできると考える。 
 
５ 終わりに 
  今回の調査を通じ、行政機関たる大島町における地域防災計画の整備は形
として成されているが、地域としての大島町の住民の命を守る防災計画にま
でなっていないとの認識を持った。基本自治体たる大島町は、人口減少、高
齢化、厳しい財政状況などから、保有する資源がますます不足していく組織
であり、行政が提供するサービスをこのままでは維持できない状況にある。 
例えば、1986 年のような火山災害が発生し、全島民を避難させようとする
場合、輸送にあたる貨客船の数が無く、現状では、全島民を１度の輸送で避
難させられない状況にあるなど、多くの課題がある。 
  これらの課題を解決するため、大島町として、国、都、町、民間事業所、
防災市民組織など所在する全ての能力・叡智を結集し、実践的な組織体を確
立する必要がある。特に、大島町は、島しょであり、完結する域内の活動と
域外を含めた広域活動との複線化した後方支援態勢などが必要である。この
ため島内の各役所、事務所ごとの機能を地域として統合化しなければならな
い。このためには、従来のように国に依存するだけではなく、民間の能力を
最大限に活用する以外には解決策は無いと考える。 
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